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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次 
第12期 

第１四半期連結 
累計期間 

第13期 
第１四半期連結 

累計期間 
第12期 

会計期間 

自平成28年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ６月30日 

自平成29年 
 ４月１日 
至平成29年 
 ６月30日 

自平成28年 
 ４月１日 
至平成29年 
 ３月31日 

売上高 (千円) 1,722,688 1,991,770 7,109,786 

経常利益 (千円) 156,350 308,939 802,639 

親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益 (千円) 68,009 190,870 505,915 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 68,009 190,870 505,915 

純資産額 (千円) 2,468,751 3,026,402 2,931,644 

総資産額 (千円) 4,781,662 5,355,768 5,363,126 

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 17.70 49.31 131.56 

潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純

利益金額 
(円) 17.61 49.15 130.94 

自己資本比率 (％) 51.6 56.3 54.4 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 

１ 四半期連結財務諸表（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

 当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、米国の政策動向の影響や新興国の経済動向など世界経済の不

確実性があるものの、企業収益や雇用情勢の改善傾向が続き、緩やかな回復基調で推移しました。 

 このような経済状況の中、当社グループは、エネルギーコストソリューション事業において、電力基本料金削減

コンサルティング、ＬＥＤ照明の販売、電子ブレーカー既存顧客のリースアップに伴うリプレイス販売、電力料金

の削減を目的とした電力の取次、業務用エアコンや冷凍機などの省エネ商品の販売、スマートハウスプロジェクト

事業において、住宅用太陽光発電システムや蓄電池等のエネルギー関連商品の販売、４月より新たな事業セグメン

トとなった小売電気事業において、電力の小売を推進するなど、創エネルギー・省エネルギー・蓄エネルギーとい

ったエネルギーに関連する様々な商品・サービスを提供してまいりました。 

 以上の結果、当第１四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高は1,991百万円（前年同四半期

比15.6％増）、営業利益は296百万円（前年同四半期比116.2％増）、経常利益は308百万円（前年同四半期比

97.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は190百万円（前年同四半期比180.7％増）となりました。 

 

 事業別の状況は、以下のとおりであります。 

 なお、当第１四半期連結会計期間より、従来「エネルギーコストソリューション事業」としていた電力の小売に

ついて、利益構造の違いにより新たに「小売電気事業」として区分し、報告セグメントを従来の「エネルギーコス

トソリューション事業」「スマートハウスプロジェクト事業」「インキュベーション事業」の３区分から、「エネ

ルギーコストソリューション事業」「スマートハウスプロジェクト事業」「小売電気事業」「インキュベーション

事業」の４区分に変更しております。電力の小売は平成29年３月期第３四半期連結会計期間より開始しているた

め、「小売電気事業」につきましては当第１四半期連結累計期間において前年同四半期比較を行っておりません。 

〔エネルギーコストソリューション事業〕 

 エネルギーコストソリューション事業につきましては、電力基本料金削減コンサルティングによる電子ブレーカ

ーの販売、電子ブレーカー既存顧客のリースアップに伴うリプレイス販売、電力料金の削減を目的とした電力の取

次、ＬＥＤ照明の新規販売やクロス販売、業務用エアコン及び冷凍機のセット販売やクロス販売が好調に推移して

おります。その結果、エネルギーコストソリューション事業の売上高は1,007百万円（前年同四半期比26.1％

増）、セグメント利益は337百万円（前年同四半期比96.8％増）となりました。 

〔スマートハウスプロジェクト事業〕 

 スマートハウスプロジェクト事業につきましては、住宅用太陽光発電システムと蓄電池のセット販売を推進する

とともに、ハウスメーカーとの提携販売も積極的に推進してまいりました。また、２基のメガソーラーを中心とす

る太陽光発電所による売電収益は、ストック収益として安定的な収益基盤となっています。その結果、スマートハ

ウスプロジェクト事業の売上高は897百万円（前年同四半期比0.8％減）、セグメント利益は78百万円（前年同四半

期比23.5％増）となりました。 

〔小売電気事業〕 

 小売電気事業につきましては、エネルギーコストソリューション事業の既存顧客に対する電力の小売を推進し、

約80％といった高い成約率をもとに順調に収益を伸ばしております。その結果、小売電気事業の売上高は75百万

円、セグメント損失は10百万円となりました。 

〔インキュベーション事業〕 

 インキュベーション事業につきましては、Ｗｅｂサイトを利用した商品販売は広告宣伝費を抑制したことによ

り、受注は減少傾向で推移しました。その結果、インキュベーション事業の売上高は10百万円（前年同四半期比

43.9％減）、セグメント損失は5百万円（前年同四半期は1百万円の利益）となりました。 

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 
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(3) 研究開発活動 

 該当事項はありません。 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因はありません。

(5) 経営方針・経営戦略等 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 3,881,800 3,881,800

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数 100株

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準の株式

計 3,881,800 3,881,800 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成29年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成29年４月１日～

 平成29年６月30日
 ― 3,881,800 ― 599,249 ― 337,862

 

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 11,600 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,869,400 38,694

単元株式数  100株

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準の株式

単元未満株式 普通株式 800 ― ―

発行済株式総数 3,881,800 ― ―

総株主の議決権 ― 38,694 ―

(注) 上記の「単元未満株式」には、当社所有の自己株式が22株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合

(％)

株式会社グリムス

東京都品川区東品川

二丁目２番４号天王洲

ファーストタワー19階

11,600 ― 11,600 0.30

計 ― 11,600 ― 11,600 0.30

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,118,852 3,039,815 

売掛金 126,343 229,228 

商品 382,643 364,161 

貯蔵品 180 254 

前払費用 45,126 59,241 

繰延税金資産 47,501 31,783 

その他 45,764 55,048 

流動資産合計 3,766,410 3,779,534 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 79,395 76,136 

機械及び装置（純額） 907,748 893,030 

車両運搬具（純額） 29,533 33,252 

工具、器具及び備品（純額） 64,547 65,978 

土地 119,149 119,149 

建設仮勘定 9,139 9,139 

有形固定資産合計 1,209,514 1,196,687 

無形固定資産 17,552 16,356 

投資その他の資産    

投資有価証券 151,129 151,129 

敷金及び保証金 170,343 163,412 

その他 48,174 48,647 

投資その他の資産合計 369,648 363,189 

固定資産合計 1,596,715 1,576,233 

資産合計 5,363,126 5,355,768 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 225,040 338,397 

1年内返済予定の長期借入金 416,138 407,768 

未払金 253,552 300,536 

未払法人税等 157,594 98,571 

その他 145,247 59,147 

流動負債合計 1,197,573 1,204,421 

固定負債    

長期借入金 1,176,338 1,067,008 

資産除去債務 47,168 46,246 

その他 10,401 11,689 

固定負債合計 1,233,907 1,124,943 

負債合計 2,431,481 2,329,365 

純資産の部    

株主資本    

資本金 599,249 599,249 

資本剰余金 337,862 340,386 

利益剰余金 1,983,666 2,077,781 

自己株式 △4,664 △3,016 

株主資本合計 2,916,112 3,014,400 

新株予約権 15,532 12,002 

純資産合計 2,931,644 3,026,402 

負債純資産合計 5,363,126 5,355,768 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

売上高 1,722,688 1,991,770 

売上原価 868,383 969,694 

売上総利益 854,305 1,022,076 

販売費及び一般管理費 717,362 725,984 

営業利益 136,942 296,091 

営業外収益    

受取利息 4 1 

受取配当金 1,750 1,750 

受取手数料 18,870 8,479 

助成金収入 － 5,000 

その他 1,460 370 

営業外収益合計 22,085 15,601 

営業外費用    

支払利息 2,309 2,133 

その他 367 618 

営業外費用合計 2,677 2,752 

経常利益 156,350 308,939 

特別損失    

固定資産除却損 89 3,783 

固定資産売却損 12 533 

特別損失合計 101 4,316 

税金等調整前四半期純利益 156,248 304,622 

法人税、住民税及び事業税 70,729 96,385 

法人税等調整額 17,510 17,367 

法人税等合計 88,239 113,752 

四半期純利益 68,009 190,870 

親会社株主に帰属する四半期純利益 68,009 190,870 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

四半期純利益 68,009 190,870 

四半期包括利益 68,009 190,870 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 68,009 190,870 
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間における減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、以下のとお

りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

減価償却費 22,759千円 26,629千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日 
定時株主総会

普通株式 57,620 15  平成28年３月31日  平成28年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日 
定時株主総会

普通株式 96,754 25  平成29年３月31日  平成29年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

合計 
 

エネルギーコス
トソリューショ

ン事業 

スマートハウス 
プロジェクト事

業 
小売電気事業 

インキュベーシ 
ョン事業 

売上高          

外部顧客への売上高 798,960 904,799 － 18,928 1,722,688 

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

－ － － 4,500 4,500 

計 798,960 904,799 － 23,428 1,727,188 

セグメント利益 171,596 63,765 － 1,655 237,017 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 237,017

全社費用（注） △100,075

四半期連結損益計算書の営業利益 136,942

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

合計 
 

エネルギーコス
トソリューショ

ン事業 

スマートハウス 
プロジェクト事

業 
小売電気事業 

インキュベーシ 
ョン事業 

売上高          

外部顧客への売上高 1,007,639 897,741 75,777 10,612 1,991,770 

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

－ － － － － 

計 1,007,639 897,741 75,777 10,612 1,991,770 

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 
337,617 78,760 △10,753 △5,772 399,852 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 399,852

全社費用（注） △103,761

四半期連結損益計算書の営業利益 296,091

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。

 

４．報告セグメントの変更等に関する事項

 当第１四半期連結会計期間より、従来「エネルギーコストソリューション事業」としていた電力の小売につ

いて、利益構造の違いにより新たに「小売電気事業」として区分し、報告セグメントを従来の「エネルギーコ

ストソリューション事業」「スマートハウスプロジェクト事業」「インキュベーション事業」の３区分から、

「エネルギーコストソリューション事業」「スマートハウスプロジェクト事業」「小売電気事業」「インキュ

ベーション事業」の４区分に変更しております。

 なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記

載しております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

(１)１株当たり四半期純利益金額 17円70銭 49円31銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
68,009 190,870

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
68,009 190,870 

普通株式の期中平均株式数（株） 3,842,117 3,870,990

(２)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 17円61銭 49円15銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千

円）
－ －

普通株式増加数（株） 18,939 12,436

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

―――――― ――――――

 

(重要な後発事象)

(株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更) 

 当社は、平成29年８月10日開催の取締役会において、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更を行うことを

決議いたしました。 

 

１．株式分割の目的 

 投資単位当たりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目

的としております。 

 

２．株式分割の概要 

(1) 分割の方法 

 平成29年９月30日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式

を、１株につき1.5株の割合をもって分割いたします。 

 

(2) 分割により増加する株式数 

株式分割前の発行済株式総数             3,881,800株 

今回の株式分割により増加する株式数     1,940,900株 

株式分割後の発行済株式総数             5,822,700株 

株式分割後の発行可能株式総数          12,000,000株 

(注) 上記の発行済株式総数は、新株予約権の行使により株式分割の基準日までの間に増加する可能性があり

ます。 
 

(3) 分割の日程 

基準日公告日         平成29年９月15日 

基準日               平成29年９月30日 

効力発生日           平成29年10月１日 
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(4) １株当たり情報に及ぼす影響 

 当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりであ

ります。 

 

前第１四半期連結累計期間 

（自 平成28年４月１日 

至 平成28年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 

（自 平成29年４月１日 

至 平成29年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 11円80銭 32円87銭 

潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益金額 
11円74銭 32円77銭 

 

３．株式分割に伴う定款の一部変更 

(1) 定款変更の理由 

 今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、平成29年10月１日をもって、当社定款第

６条の発行可能株式総数を変更いたします。 

 

(2) 定款変更の内容 

 変更の内容は以下のとおりであります。 

（下線は変更箇所を示しております。） 

現行定款 変更後定款 

（発行可能株式総数） 

第６条 当社の発行可能株式総数は、8,000,000株

とする。 

（発行可能株式総数） 

第６条 当社の発行可能株式総数は、12,000,000株

とする。 

 

(3) 定款変更の日程 

 効力発生日    平成29年10月１日 

 

４．その他 

(1) 資本金の額の変更 

 今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。 

 

(2) 新株予約権の行使価額の調整 

 今回の株式分割に伴う当社発行の新株予約権の行使価額の調整はありません。 

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

      平成29年８月10日

株式会社 グリムス  

  取締役会 御中  

 

  有限責任 あずさ監査法人  

 
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 若尾 慎一  ㊞ 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 松木 豊   ㊞ 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社グリム

スの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社グリムス及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 ※１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書

提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


